
6愛媛県規則第４７号
生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部を改正す

る規則を次のように定める。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部を改

正する規則

生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則（昭和３２年愛媛

県規則第３９号）の一部を次のように改正する。

別表第１第２号の表福祉資金の部限度額の欄中「４，２７２，０

００円」を「４，４６４，０００円」に改め、同表修学資金の部修学費

の項国立又は公立の高等専門学校の目４年生に就学する者の

節同欄中「４１，０００円」を「４３，０００円」に、「４７，０００円」を「

４９，０００円」に改め、同目５年生に就学する者の節同欄中「４０

，０００円」を「４２，０００円」に、「４６，０００円」を「４８，０００円」に

改め、同項私立高等専門学校の目４年生に就学する者の節同

欄中「４９，０００円」を「５１，０００円」に、「５６，０００円」を「５８，０

００円」に改め、同目５年生に就学する者の節同欄中「４８，０００

円」を「５０，０００円」に、「５６，０００円」を「５８，０００円」に改め

、同項国立又は公立の短期大学の目１年生に就学する者の節

同欄中「４２，０００円」を「４４，０００円」に、「４８，０００円」を「５０

，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「４２，０

００円」を「４４，０００円」に、「４８，０００円」を「５０，０００円」に改

め、同項私立短期大学の目１年生に就学する者の節同欄中「

５０，０００円」を「５２，０００円」に、「５７，０００円」を「５９，０００円」

に改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「５０，０００円」を

「５２，０００円」に、「５７，０００円」を「５９，０００円」に改め、同項

国立又は公立の大学の目１年生に就学する者の節同欄中「４２

，０００円」を「４４，０００円」に、「４８，０００円」を「５０，０００円」に

改め、同目２年生に就学する者の節同欄中「４２，０００円」を「

４４，０００円」に、「４８，０００円」を「５０，０００円」に改め、同目３

年生に就学する者の節同欄中「４１，０００円」を「４３，０００円」に

、「４７，０００円」を「４９，０００円」に改め、同目４年生に就学す

る者の節同欄中「４１，０００円」を「４３，０００円」に、「４７，０００円

」を「４９，０００円」に改め、同項私立大学の目１年生に就学す

る者の節同欄中「５１，０００円」を「５３，０００円」に、「６１，０００円

」を「６３，０００円」に改め、同目２年生に就学する者の節同欄

中「５１，０００円」を「５３，０００円」に、「６１，０００円」を「６３，０００

円」に改め、同目３年生に就学する者の節同欄中「５０，０００円

」を「５２，０００円」に、「６０，０００円」を「６２，０００円」に改め、

同目４年生に就学する者の節同欄中「５０，０００円」を「５２，０００

円」に、「６０，０００円」を「６２，０００円」に改め、同部就学支度

費の項私立の高等学校又は高等専門学校の目自宅通学の節同

欄中「２４０，０００円」を「２９０，０００円」に改め、同目自宅外通

学の節同欄中「２５０，０００円」を「３００，０００円」に改め、同項

私立の短期大学又は大学の目自宅通学の節同欄中「３８０，０００

円」を「４４０，０００円」に改め、同目自宅外通学の節同欄中「

３９０，０００円」を「４５０，０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則（以

下「改正後の規則」という。）別表第１第２号の表限度額

の欄の規定は、次項から附則第５項までに定めるものを除

き、平成１５年４月１日以後に貸付決定される福祉資金につ

いて適用する。

３ 改正後の規則別表第１第２号の表修学資金の部修学費の

項の規定は、平成１５年４月分以後の修学費について適用す

る。

発 行 愛 媛 県
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４ 前項の規定にかかわらず、平成１５年４月１日に短期大学

又は大学の１年生に就学する者で同日前に入学したもの、

同日に短期大学又は大学の２年生に就学する者で平成１４年

４月１日前に入学したもの、平成１５年４月１日に大学の３

年生に就学する者で平成１３年４月１日前に入学したもの、

平成１５年４月１日に４年生に就学する者で平成１２年４月１

日前に入学したもの及び平成１５年４月１日に５年生に就学

する者で平成１１年４月１日前に入学したものの修学費につ

いては、なお従前の例による。

５ 改正後の規則別表第１第２号の表修学資金の部就学支度

費の項の規定は、平成１５年４月１日以後に入学する者の就

学支度費について適用する。

6愛媛県告示第１２３９号
製造の請負等に係る競争入札の参加者の資格及び資格審査

に関する要綱（平成８年２月愛媛県告示第１９２号）の一部を

次のように改正し、告示の日から施行する。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

第１条中「これ」を「森林整備工事並びにこれら」に改め

る。

*)*)*)*
6愛媛県告示第１２４０号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第１項

の規定により、保育士登録申請手数料、保育士登録証書換え

交付手数料、保育士登録証再交付手数料及び保育士登録の準

備手続に係る手数料の収納事務を平成１５年５月１日社会福祉

法人日本保育協会に委託した。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

6愛媛県告示第１２４１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

告 示

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０３２９２ 有限会社 託老所あん
き

松山市西垣生町１４９７番
地

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームこんま
い 「あんき」

愛媛県松山市西垣生町
１４２３－１ 平成１５年４月９日

３８７０２００６３５ 有限会社 さわやか 今治市恵美須町２丁目
２番地１ 訪問介護 さわやか 愛媛県今治市恵美須町

２丁目２番地２ 平成１５年４月３日

３８７０１０３３３４ 有限会社 コミュニテ
ィーハウス 北条市北条５８８番地３ 訪問介護 ヘルパーステーション

寿限無
愛媛県松山市南久米町
７番地１６ 平成１５年４月２８日

３８７０２００６７６ 社会福祉法人 亀天会 東予市大野１９０番地１ 痴呆対応型共同
生活介護

グループホーム 亀天
福寿苑

愛媛県今治市高部字碁
石山甲６６１－１ 平成１５年４月２８日

３８７３０００１３１ 株式会社 大和ホーム 宇摩郡土居町入野８４５
番地１ 福祉用具貸与 楽々園 愛媛県宇摩郡土居町入

野１３５番地５ 平成１５年４月２５日

３８１０３２８３０６ 医療法人 三善会 宇和島市堀端町２番地
３９号

居宅療養管理指
導

医療法人 三善会 善
家外科・脳神経外科

愛媛県宇和島市堀端町
２番地３９号 平成１５年４月２２日

３８７０１０３３１８ 有限会社 瀬戸内メデ
ィカル

松山市堀江町甲８４４番
地６ 通所介護 デイサービス クレセ

ント馬木
愛媛県松山市馬木町５２
４番１ 平成１５年４月２２日

３８７１２００２５３ 社会福祉法人潤和会 東予市周布３２６番地 短期入所生活介
護

指定短期入所生活介護
事業所なごみ

愛媛県東予市周布３２６
番地 平成１５年４月１日

３８７３４００２５７ 社会福祉法人 面河村
社会福祉協議会

上浮穴郡面河村渋草２４
３１番地 訪問介護 面河村社会福祉協議会

指定訪問介護事業所
愛媛県上浮穴郡面河村
渋草２４３１番地 平成１５年４月１日

３８７３５００５７７ 社会福祉法人 広寿会 伊予郡広田村総津４０５
番地 訪問介護 ヘルパーステーション

ひろた
愛媛県伊予郡広田村総
津３９８番地 平成１５年４月１日

３８７３７００２９２ 伊方町 西宇和郡伊方町湊浦１９
９３番地の１ 訪問介護 伊方町ホームヘルプサ

ービス事業所
愛媛県西宇和郡伊方町
湊浦８６６番地 平成１５年４月１日

３８７３７００３００ 伊方町 西宇和郡伊方町湊浦１９
９３番地の１ 訪問入浴 伊方町訪問入浴介護事

業所
愛媛県西宇和郡伊方町
湊浦８６６番地 平成１５年４月１日

３８７３７００３１８ 伊方町 西宇和郡伊方町湊浦１９
９３番地の１ 通所介護 伊方通所介護事業所 愛媛県西宇和郡伊方町

湊浦８７１番地の２ 平成１５年４月１日

３８７０２００６４３ 社会福祉法人 杉の子
会

今治市南大門町３丁目
５番地３３ 訪問介護 ヘルパーステイション

廣寿苑
愛媛県今治市南大門町
３丁目５番地３３ 平成１５年４月１７日

３８７０２００６５０ 社会福祉法人 杉の子
会

今治市南大門町３丁目
５番地３３

痴呆対応型共同
生活介護

グループホーム 廣寿
苑

愛媛県今治市南大門町
３丁目５番地３３ 平成１５年４月１７日

３８７０１０３３００ 株式会社 幸燿 香川県高松市田村町９４
８番地 福祉用具貸与 株式会社 幸燿 愛媛

事業部
愛媛県松山市空港通３
丁目１０番７号 平成１５年４月１６日

)*)*)*)*)*)*)*

愛 媛 県 報平成１５年５月３０日 第１４６１号

６２６



6愛媛県告示第１２４２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８１３５１０３８９ 大 西 克 幸 伊予郡砥部町大南４５７
番地１

通所リハビリテ
ーション 二光クリニック 愛媛県伊予郡砥部町大

南４５７－１ 平成１５年４月１５日

３８７０１０３１６９ 有限会社幸心 松山市姫原町１丁目６
番４４号

痴呆対応型共同
生活介護 グループホームつばさ 愛媛県松山市姫原３丁

目３－７ 平成１５年３月７日

３８７０１０３１７７ 株式会社モロコケア 松山市古川南１丁目１６
番１２号

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームじゃん
けんぽん

愛媛県松山市古川北三
丁目１２番２９号 平成１５年３月７日

３８７０５０１０１６ 有限会社デイサービス
センターふれんど

新居浜市萩生２８９６番地
２ 通所介護 有限会社デイサービス

センターふれんど
愛媛県新居浜市萩生２８
９６番地２ 平成１５年３月７日

３８７３５００５６９ 株式会社 セフティ 伊予郡松前町筒井９３３
番地１ 福祉用具貸与 株式会社 セフティ 愛媛県伊予郡松前町筒

井９３３番地１ 平成１５年３月６日

３８７０５０１０２４ 有限会社 介護サービ
ス友

新居浜市本郷２丁目１
番５号 訪問介護 有限会社 介護サービ

ス友訪問介護事業所
愛媛県新居浜市本郷２
丁目１番５号 平成１５年３月２８日

３８７３５００５９３ 有限会社おきた建築 松山市東方町８５２番地 痴呆対応型共同
生活介護

グループホーム「小羊
の家」

愛媛県伊予郡砥部町原
町３７０番地１ 平成１５年３月２８日

３８７０１０３２５０ 有限会社瀬戸内メディ
カル

松山市堀江町甲８４４番
地６

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームクレセ
ント馬木

愛媛県松山市馬木町５２
４番１ 平成１５年３月２７日

３８７０３００４９２ 医療法人三善会 宇和島市堀端町２番地
３９号

痴呆対応型共同
生活介護

グループホーム薬師谷
マナー

愛媛県宇和島市川内字
大黒田甲２１０１番地 平成１５年３月２７日

３８７３３００３２５ 医療法人辻井循環器科
内科

温泉郡重信町田窪２０３０
番地 通所介護 通所介護はあと 愛媛県温泉郡重信町田

窪２０３０番地 平成１５年３月２７日

３８７３７００２８４ 伊方町 西宇和郡伊方町湊浦１９
９３番地の１ 通所介護 町見通所介護事業所

愛媛県西宇和郡伊方町
九町６番耕地８４０番地
の１４

平成１５年３月２７日

３８７３９００４６２ 社会福祉法人吾子苑 北宇和郡吉田町立間尻
甲７４７番地

短期入所生活介
護

短期入所施設サンラン
ド

愛媛県北宇和郡吉田町
立間尻甲７２７番地１ 平成１５年３月２７日

３８７０１０３２４３ 医療法人 中川病院 松山市南梅本町甲５８番
地 訪問介護 訪問介護事業所 なか

がわ
愛媛県松山市南梅本町
甲５８番地 平成１５年３月２６日

３８７０１０３２２７ 医療法人 たくま会 松山市保免上２丁目３
番１０号 訪問介護 ヘルパーステーション

せと
愛媛県松山市保免上２
丁目３－１０ 平成１５年３月２５日

３８７０８００２５１ うま農業協同組合 伊予三島市金子２丁目
４番２３号 通所介護 ＪＡうまデイサービス

センターあったか荘
愛媛県川之江市妻鳥町
１５２５番地 平成１５年３月１９日

３８７１２００２３８ 有限会社エンジェル・
コール 西条市朔日市８０７番地 痴呆対応型共同

生活介護
グループホーム水車の
家

愛媛県東予市周布４９４
番地１ 平成１５年３月１７日

３８７０１０３２０１ 有限会社スリー・アイ 松山市高岡町２１２番地
１ 通所介護

指定通所介護事業所デ
イサービスセンターき
らリ

愛媛県松山市高岡町２１
２－１ 平成１５年３月１１日

３８７０１０３１８５ 有限会社ジー・エル・
ファミール

松山市桑原７丁目１番
３６号 大和マンション
１階

痴呆対応型共同
生活介護

グループホーム ファ
ミール桑原

愛媛県松山市桑原７丁
目１番３６号 平成１５年３月１０日

３８７０５０１０１６ 有限会社デイサービス
センターふれんど

新居浜市萩生２８９６番地
２ 訪問介護 有限会社デイサービス

センターふれんど
愛媛県新居浜市萩生２８
９６番地２ 平成１５年３月１０日

３８７３４００２４０ 有限会社 介護支援サ
ービスしろもと

上浮穴郡久万町久万町
１８１番地２ 訪問介護 ヘルパーセンターしろ

もと
愛媛県上浮穴郡久万町
久万町１８１番地２ 平成１５年３月１０日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０３３４２ 有限会社 コミュニテ
ィーハウス 北条市北条５８８番地３ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所

長閑
愛媛県松山市南久米町
７番地１６ 平成１５年４月２８日

３８７０１０３３２６ 有限会社 エディア 松山市北斎院町２３０番
地４ 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業

所あゆみ
愛媛県松山市南江戸３
丁目８番１０号 平成１５年４月２５日

３８７０１０３２１９ ベストケア株式会社 北条市辻６１０番地１５ 居宅介護支援 ベストケア株式会社居
宅介護支援事業所

愛媛県松山市山越５丁
目９番地６ 平成１５年４月１日

３８７０１０３２３５ 医療法人 たくま会 松山市保免上２丁目３
番１０号 居宅介護支援 ケアセンター せと 愛媛県松山市保免上２

丁目３－１０ 平成１５年４月１日

３８７３５００５８５ 社会福祉法人 広寿会 伊予郡広田村総津４０５
番地 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業

所ひろた
愛媛県伊予郡広田村総
津３９８番地 平成１５年４月１日

)*)*)*)*)*)*)*

愛 媛 県 報平成１５年５月３０日 第１４６１号

６２７



6愛媛県告示第１２４３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４８条第１項第１号の規定により、次のとおり指定介護老人福祉施設を指定した。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

6愛媛県告示第１２４４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業を廃止した旨の届出があった

。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

6愛媛県告示第１２４５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業を廃止した旨の届出があった

。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

３８７０５０１０５７ 有限会社 光タクシー 新居浜市喜光地町２丁
目２番２２号 居宅介護支援 光介護支援センター 愛媛県新居浜市船木甲

４４３３番地１号 平成１５年４月１５日

３８７０５０１０４０ 有限会社デイサービス
センターふれんど

新居浜市萩生２８９６番地
２ 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業

所ふれんど
愛媛県新居浜市萩生２８
９６番地２ 平成１５年４月１１日

３８７３４００２６５ 社会福祉法人 面河村
社会福祉協議会

上浮穴郡面河村渋草２４
３１番地 居宅介護支援

面河村社会福祉協議会
指定居宅介護支援事業
所

愛媛県上浮穴郡面河村
渋草２４３１番地 平成１５年４月１日

３８７０１０３２６８ 有限会社 愛媛生活リ
ハビリケア研究所 松山市森松町２９０番地 居宅介護支援 愛媛リハビリ居宅介護

支援センター
愛媛県松山市森松町２９
０番地 平成１５年３月２８日

３８７０１０３２７６
株式会社 ジェイ・エ
イチ・エスコーポレー
ション

松山市永木町２丁目１
番地２５ 居宅介護支援 ケアライフ石手川 愛媛県松山市永木町２

丁目１番地２５ 平成１５年３月２８日

３８７０１０３２８４ 有限会社 ひまわり 松山市北斎院町８８８番
地６ 居宅介護支援 ひまわり指定居宅介護

支援事業所
愛媛県松山市北斎院町
８８８番地６ 平成１５年３月２８日

３８７０５０１０３２ 有限会社 介護サービ
ス友

新居浜市本郷２丁目１
番５号 居宅介護支援 有限会社 介護サービ

ス友
愛媛県新居浜市本郷２
丁目１番５号 平成１５年３月２８日

３８７０１０３１９３ 有限会社 スリー・ア
イ

松山市高岡町２１２番地
１ 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業

所きらり
愛媛県松山市高岡町２１
２番地１ 平成１５年３月１０日

３８７０３００４８４ 有限会社 ケアサポー
トさくら

宇和島市住吉町２丁目
３番３５号 居宅介護支援 ケアサポートさくら 愛媛県宇和島市住吉町

２丁目３番３５号 平成１５年３月１０日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護老人福祉
施 設 の 開 設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 老 人 福 祉 施 設

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７１２００２４６ 社会福祉法人潤和会 東予市周布３２６番地 介護老人福祉施
設

特別養護老人ホームな
ごみ

愛媛県東予市周布３２６
番地 平成１５年４月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７３７０００２９ 伊方町 西宇和郡伊方町湊浦１９
９３番地の１ 訪問介護 伊方町 愛媛県西宇和郡伊方町

湊浦８６６番地 平成１５年４月１日

３８７３７０００２９ 伊方町 西宇和郡伊方町湊浦１９
９３番地の１ 訪問入浴 伊方町 愛媛県西宇和郡伊方町

湊浦８６６番地 平成１５年４月１日

３８７３７０００２９ 伊方町 西宇和郡伊方町湊浦１９
９３番地の１ 通所介護 伊方町 愛媛県西宇和郡伊方町

湊浦８６６番地 平成１５年４月１日

３８７０１０１２５４ 四国日立家電 株式会
社

香川県坂出市林田町４２
８５番地１４３ 福祉用具貸与 四国日立家電株式会社

愛媛支店
愛媛県松山市内宮町２０
０７ 平成１５年３月３１日

３８１１０２８０３８ 医療法人 光風会 伊予市灘町６６番地 短期入所療養介
護 永井病院 愛媛県伊予市灘町６６番

地 平成１５年３月１日

３８７０２００４６０ 有限会社渡部電化 今治市延喜甲７６４番地
４ 福祉用具貸与 有限会社渡部電化 愛媛県今治市延喜甲７６

４番地４ 平成１５年３月１日

)*)*)*)*)*)*)*

)*)*)*)*)*)*)*

)*)*)*)*)*)*)*

愛 媛 県 報平成１５年５月３０日 第１４６１号

６２８



*)*)*)*
6愛媛県告示第１２４７号
平成１５年５月２２日県営ほ場整備事業長月地区峰地工区の換

地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する同法第

５４条第４項の規定により公告する。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

*)*)*)*
6愛媛県告示第１２４８号
平成１５年５月２２日県営ほ場整備事業菊川地区大井手工区の

換地計画に基づく換地処分を行ったので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第８９条の２第１０項において準用する同法

第５４条第４項の規定により公告する。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

*)*)*)*
6愛媛県告示第１２４９号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年

法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林予定森林の所在場所

西条市荒川字八ノ川丁４３、丁４６の１、丁４９から丁５１まで

、丁６９の１、字竹ヶ平丁４４、字竹ヶ平上丁５７、丁６１、字竹

ヶ平下丁６２の２、字ボヲス畑丁４７、字上ダヤ丁４８、丁５６、

字モツセ丁６０、字トガヲ丁９６、字榎谷丁１０５、字トウノ谷

丁１０６の１、丁１０６の２、字トヲノ谷丁１０７の１、丁１０７

の２、字大ズレ丁１０８、丁１０９、字大ウ子丁１１１、丁１１５

の１から丁１１５の３まで、字谷宮丁１１２、字大平下丁１１８

、丁１１９の１、字ハシズメ丁１２２の１、丁１２２の２、丁１

７０、字十五畑丁１５９の１、丁１５９の２、丁１６０の１、丁１

６０の４、字又右エ門荒丁１６１、字マトバ丁１６４、字日ノ地

丁１７１の１から丁１７１の１３まで、丁１７１の１５、丁１７１の１８

、丁１７１の２０、丁１７１の２２、丁１７１の２４、丁１７１の３０、丁

１７１の３３、黒瀬字拔石乙６５３の３、字一本杉乙７０３、津越

字所後７０３７の１、保野字三ツウネ７５８９の１７、７５８９の１８、大

浜字猴谷６３４５の７、字ヤセヲ６４４４、６４８２、字大谷ノ下６４７０

の乙、６４７０の丙、字番屋ノ西６４７１の１、字ジル谷６４７７の２

、６４７７の３、６４７８の１から６４７８の３まで、６４８５の１、６４８５

の３、６４８５の４、６４８８の１、６４８８の３、６４８８の４、字檜木

尾道ノ下６４７９の甲、６４７９の乙、字シル谷西谷６４８０の３、６４

８０の４、字ヤセヲ道ノ下６４８７、字山谷６４８９の１から６４８９の

６まで、６４９０の１から６４９０の３まで、藤之石字ノジ甲８６の

１、甲８６の２、字刃屋敷甲２５５から甲２５９まで、字吉居乙

４３、乙４４の１、乙４４の２、乙４５から乙４７まで、乙５５の１、

乙５５の２、乙５６、字向井丙１２の７１、丙１２の７３、丙１２の８０、

丙１２の８１、字丸籔丙５３、丙５４の１、丙５４の２、丙８１、丙８２

、字いなや久保丙６９、字中道丙７０の１、丙７０の２、字かげ

浦丙７１の１、丙７１の２、丙７２、丙７５の３、丙８０の１から丙

８０の３まで、字ゴミ丙７６の１、字芝折丙７７、丙７８、字笠折

五俵役地丙７９、字柏ノ木辛１２、字炭床辛１３６、辛１３７の１

、字両瀧辛１５１、辛１５２、字横荒辛１５６、字孤荒辛１５８、

字二子荒辛２２２の１、辛２２２の３、辛２２２の５から辛２２２

の１３まで、字悪山辛１６０、字痩籔辛１６１、字谷嶽辛１９５の

１、字西之谷辛１９６の４、辛１９６の６、辛２００、字清水荒

辛２２３、字若山辛２２４の１から辛２２４の４まで、辛２２４の

６、辛２２４の７、辛２２４の９、辛２２４の１１、辛２２４の１２、

字5母荒辛２２５、辛２２６、字小屋峯高辛２２８、字宮ノ首戊
６６の１、字平松戊７５の１２、戊９３、丸野字カモリ４８７２、５８３２

、５８３６、５８４３から５８４５まで、５８４８、５８５１、字ウスズ４８７８、

字檜ヤ株５０４７、字檜尾株５０５９、字寒ナラシ５０５８、字黒滝５６

１５、字日浦５６１９、５６２１の甲、５６２１の乙、５６４６、５８６０、５８６３

、５８８１の乙、５８８２、字日裏５６４５、５６４７、字鳶ノ巣５６５６、５６

５７、字カゲ５８０６、５８１１、５８２１、字山キカイ５８２７、字山キガ

イ５８２８、字中尾５８２９、字柿ノ成ノハナ５８５７、字柿ノ成ノ下

５８５９、字白滝５８６６、５８６７、５８６９から５８７２まで、字宮ノ谷５８

７３、字コヤスバ５８８９

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

. 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

6愛媛県告示第１２４６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により、次のとおり指定介護療養型医療施設の指定の辞退があった。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７１１０００１６ ベストケア 株式会社 北条市辻６１０番地１５ 居宅介護支援 ベストケア株式会社居
宅介護支援事業所

愛媛県松山市山越５－
９－６ 平成１５年３月３１日

介 護 保 険
事業者番号

指 定 介 護 療 養 型
医療施設の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
辞退に係る指定介護療養型医療施設

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１０８２８０３２ 医療法人 綮愛会 川之江市上分町７３２番
地１

介護療養型医療
施設

医療法人綮愛会石川病
院

愛媛県川之江市上分町
７３２－１ 平成１５年３月３１日

)*)*)*)*)*)*)*
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木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

/ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

*)*)*)*
6愛媛県告示第１２５０号
森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審

査に関する要綱を次のように定める。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資

格審査に関する要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則

第１８号）第１３１条第２項（同規則第１４５条において準用す

る場合を含む。）及び第２３５条の規定に基づき、県が発注

する森林整備工事（造林及び保育並びにこれらに附帯する

工事をいう。以下同じ。）に係る一般競争入札、指名競争

入札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。

）に参加する者に必要な資格（以下「資格」という。）及

びその審査に関し必要な事項を定めるものとする。

（資格）

第２条 競争入札等に参加することができる者は、林業労働

力の確保の促進に関する法律（平成８年法律第４５号）第５

条第１項の規定により知事の認定を受けた者であって、次

に掲げる項目について知事の審査を受け適格と認められた

ものとする。

. 事業者（法人にあっては、代表者）及び常時使用する

従業員のうち、次の表の左欄に掲げる要件を満たす者の

人数が同表の右欄に定める人数以上であること。

要 件 人 数

１ 現場の取締りを行い、及び森林整備工事に関する一切の

事項を処理する実務に５年以上従事した経験を有すること

。

１人

２ 次の.から0までのいずれかに該当し、かつ、測量士若

しくは測量士補の資格又は５年以上測量関係業務に従事し

た経験を有すること。

. 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８７条第５項の林

業改良指導員資格試験に合格したこと又は同項の資格を

有すること。

/ 森林法施行令（昭和２６年政令第２７６号）第９条に規定

する学歴を有し、かつ、３年以上森林整備工事の実務に

従事した経験を有すること。

0 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による高等学校（

中等教育学校の後期課程を含む。）において林業に関す

る正規の課程を修めて卒業し、県が実施する林業技術研

修の基礎教育コース若しくはこれと同程度以上の研修を

修了し、又は一級土木施工管理技士若しくは二級土木施

工管理技士（土木）の資格を有し、かつ、５年以上森林

整備工事の実務に従事した経験を有すること。

１人（

２人で

この項

左欄に

掲げる

資格等

の要件

を満た

す場合

にあっ

ては、

２人）

３ 次の.又は/のいずれかに該当すること。

. 県が実施する林業技術研修の基礎教育コース又はこれ

と同程度以上の研修を修了し、かつ、３年以上森林整備

６人

工事の実務に従事した経験を有すること。

/ ５年以上森林整備工事の実務に従事した経験を有する

こと。

/ 知事の審査を申請する日（以下「審査基準日」という

。）の直前２年間に行った決算による年間平均完成工事

高

0 審査基準日の直前に行った決算（以下「直前決算」と

いう。）における自己資本の額（法人にあっては資本金

額（出資金及び加入金を含む。）に準備金、積立金及び

繰越金の額を加えた額を、個人にあっては次年度に繰り

越す純資本の額をいう。）

1 直前決算において保有する機械装置、車両運搬具及び

工具又は器具の価格の合計額

2 直前決算における流動比率

3 次条第１項ただし書に規定する別に定める期間の末日

の属する年の１月１日の前日までの営業年数

（資格審査の申請）

第３条 前条の規定による審査（以下「資格審査」という。

）を受けようとする者は、随時、競争入札等参加資格審査

申請書（様式第１号）を知事に提出することができる。た

だし、別に定める期間内に提出するよう努めるものとする

。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければな

らない。

. 商業登記簿謄本

/ 印鑑証明書

0 次に掲げる税目について未納がない旨の証明書

ア 県税全税目

イ 法人税（県外に主たる事務所又は事業所を有する法

人に限る。）

ウ 消費税

1 主要取引金融機関の取引証明書

2 勤労者退職金共済機構の実施する林業退職金共済若し

くは中小企業退職金共済又はこれらと同程度以上の退職

金共済の加入証明書

3 次に掲げる財務に関する書類（審査基準日の直前２年

間に行った決算に係るものに限る。）

ア 貸借対照表

イ 損益計算書

ウ 利益金処分計算書

（資格の通知等）

第４条 知事は、資格審査の結果を、当該資格審査を申請し

た者に通知するものとする。

２ 知事は、資格審査の結果、資格を有すると認めた者（以

下「資格者」という。）を森林整備工事競争入札等参加者

名簿（以下「名簿」という。）に登録するものとする。

（資格の効力）

第５条 資格は、平成１５年度を初年度とする毎２年度を単位

として、当該毎２年度の森林整備工事に係る競争入札等に

ついて効力を有する。

（変更等の届出）

第６条 資格者は、次に掲げる事項について変更があったと

き、又は事業を休止し、若しくは廃止したときは、速やか
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に、競争入札等参加資格審査申請書記載事項変更等届出書

（様式第２号）を知事に提出しなければならない。この場

合において、第１号から第３号までに掲げる事項（主たる

事務所又は事業所の電話番号を除く。）について変更があ

った資格者は商業登記簿謄本を、第５号に掲げる事項（実

印に限る。）について変更があった資格者は印鑑証明書を

添付しなければならない。

. 商号又は名称

/ 主たる事務所又は事業所の所在地又は電話番号

0 法人にあっては、代表者の氏名

1 個人にあっては、その者の氏名

2 使用する印鑑又は実印

（補則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、資格審査に関し必要

な事項は、知事が定める。

附 則

この要綱は、告示の日から施行する。
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様式第１号（第３条関係） 競争入札等参加資格審査申請書

※ 地方局名 地方局
年度競争入札等参加資格審査申請書

愛媛県知事 殿 年 月 日
住所（法人にあっては、主たる事務所又は事業所の所在地）

申請者
商号又は名称
氏名（法人にあっては、代表者の氏名） #

年度における愛媛県の森林整備工事に係る競争入札等参加資格の審査を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請しま
す。
なお、この申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。

�商号又は名
称

（ふりがな） �代表者氏名 （ふりがな） �担当者氏名

�主たる事業
所

市 町 番地 電話番号（ ）－（ ）－（ ）郡 村 経 営 規 模

�その他の事
業所

県 市 町 番地 電話番号（ ）－（ ）－（ ）郡 村
	
資
本
金
額

法
人

払込資本 千円

県 市 町 番地 電話番号（ ）－（ ）－（ ）郡 村 自己資本 千円

�林業事業体
改善計画認
定状況

第１回
の認定

第 号
年 月 日

最近の
認 定

第 号
年 月 日

個
人

営 業 用
純資本額

千円

� 営 業 の 沿 革 
流動利率
$
&
'
流動資産

×１００
%
&
(流動負債

％
$
&
'
千円%&
(千円
×１００年 月 日

年 月 日 �前期繰越利益
（△前期繰越損失）

千円
（△ ）

年 月 日 �当期利益
（△当期損失）

千円
（△ ）

年 月 日 
引当金＋法定準備金＋
任意積立金の合計額

千円

年 月 日 �欠損の額 千円
対資本金 ％

�営業年数 創業から 年 月まで 満 年 �森林整備工事以外に行
っている営業の許可番
号

�営業内容 素 材
生産業 造林業 製材業 木 材

流通業
土 木
建築業 造園業 その他

�森林整備工事種類別発注者別完成工事高
（Ａ）直前２年度（ 年 月から 年 月まで）決算より
発注者別

種類別

官公署、公団、公社等 民 間 合 計
面積等（+、�） 完成工事高（千円） 面積

等（+
、�）

完成工事高（千円） 面積
等（+
、�）

完成工事高（千円）

国 愛媛
県

市町
村

その
他 計 元請 下請 計 元請 下請 計 元請 下請 計

保育

（+）

下刈り
つる切り
除伐
本数調整伐

造林
（+）

地ごしらえ
植栽

簡易
施設
（�）

作業歩道
木さく
土留工

その
他
年 計

他の業者に対す
る下請契約額

（Ｂ）直前１年度（ 年 月から 年 月まで）決算より
発注者別

種類別

官公署、公団、公社等 民 間 合 計
面積等（+、�） 完成工事高（千円） 面積

等（+
、�）

完成工事高（千円） 面積
等（+
、�）

完成工事高（千円）

国 愛媛
県

市町
村

その
他 計 元請 下請 計 元請 下請 計 元請 下請 計

保育

（+）

下刈り
つる切り
除伐
本数調整伐

造林
（+）

地ごしらえ
植栽
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簡易
施設
（�）

作業歩道
木さく
土留工

その
他
年 計

他の業者に対す
る下請契約額
�主要保有機械器具 �法人役員、事業主、職員及び常用労務者数

機種 規格 能力 自己保有数 借用数 工種
職種

森林整備工事 計

経営業務管理責任者 人 人 人

役
職
員

主任技術者 人 人 人
その他 人 人 人
事務職員 人 人 人
常用労務者 人 人 人

計 人 人 人
�労働福祉の状況 �経営業務管理責任者の略歴

失業保険 職 員 労 務 者
氏名 年

齢
最終学校学科名
（卒業年月日）

法令による免許等
（名称・取得年日）

経験年月日
（ 年３月
末現在）

一般 有・無
日雇 有・無

一般 有・無
日雇 有・無

健康保険 職 員 労 務 者 年 月
一般 有・無
日雇 有・無

一般 有・無
日雇 有・無

年 月
年 月

退職金共
済組合加
入状況

加入
して
いな
い。

加入
して
いる
。

契約番号 （ ）－（ ） 年 月

契約成立
日

年 月 日 年 月
年 月

手帳交付
（冊数）

有（ 冊）・無
年 月
年 月

�労働災害発生状況 �技術職員の略歴

区分
年度別

災害発生件数
氏名 年

齢
最終学校学科名
（卒業年月日）

法令による免許等
（名称・取得年日）

経験年月日
（ 年３月
末現在）

死亡事故 休業４日以上の災害
年度 件 件
年度 件 件 年 月
年度 件 件 年 月

�主要取引金融機関名 年 月
年 月

普通 当座 年 月

普通 当座 年 月
普通 当座 年 月
普通 当座 年 月
普通 当座 年 月
普通 当座 年 月

�入札、見積り、契約及び契約に基づく行為に使用する印鑑 �過去３箇年間における最高工事の経歴

使 用 印 実 印
種 別 工事名 発注者 請負金額

着工年月日
完成年月日

森林
整備
工事

愛媛県
千円 年 月 日

年 月 日
他官公
庁

千円 年 月 日
年 月 日

民 間
千円 年 月 日

年 月 日
注１ ※印の欄は、記入しないこと。
２ �及び�の欄は、経営業務管理責任者又は技術職員が森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱
（平成１５年５月愛媛県告示第１２５０号）第２条第１号の表の左欄に掲げる要件を満たすことについて詳記すること。

３ 次に掲げる書類を添付すること。
. 商業登記簿謄本
/ 印鑑証明書
0 次に掲げる税目について未納がない旨の証明書
ア 県税全税目
イ 法人税（県外に主たる事務所又は事業所を有する法人に限る。）
ウ 消費税

1 主要取引金融機関の取引証明書
2 勤労者退職金共済機構の実施する林業退職金共済若しくは中小企業退職金共済又はこれらと同程度以上の退職金共済の加入証
明書

3 次に掲げる財務に関する書類（審査基準日の直前２年間に行った決算に係るものに限る。）
ア 貸借対照表
イ 損益計算書
ウ 利益金処分計算書
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様式第２号（第６条関係） 競争入札等参加資格審査申請書記載事項変更等届出書

競争入札等参加資格審査申請書記載事項変更等届出書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住所（法人にあっては、主たる

事務所又は事業所の所在地）

届出者 商号又は名称
ふりがな

氏名（法人にあっては、代表者 #

の氏名）

変更、休止又は

廃止の別
□変更 □休止 □廃止

変更 変更前

内容 変更後

変更（休止又は

廃止）年月日
年 月 日

変更（休止又は

廃止）の理由

注１ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

２ □のある欄は、該当する□の中にレ印を付すこと。

３ 変更の理由が確認できる書類を添付すること。

愛 媛 県 報平成１５年５月３０日 第１４６１号
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*)*)*)*
6愛媛県告示第１２５２号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号）第２条第１項の規

定により、次のように埋立てを免許した。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 埋立ての免許を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

双海町

伊予郡双海町大字上灘甲５８２１番地６

代表者 町長 上田 稔

伊予郡双海町大字上灘甲５４４８番地１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

. 埋立区域

ア 位置

伊予郡双海町大字上灘甲５７５０番３の地先公有水面

イ 区域

次の�点から	点までを順次直線で結んだ線及び	

6愛媛県告示第１２５１号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－８）第４３５４号 平成８年
１２月１１日 広田建設 広田 藤義 北宇和郡広見町大字生

田７２３－２
平成１３年
１２月１１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－９）第１９３４号 平成９年
１１月６日 兵頭建築 兵頭 晃 北宇和郡広見町大字小

西野 ３々５９
平成１４年
１１月６日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１１）第２７７３号 平成１２年
２月８日 神原水道工事店 神原 理 越智郡上浦町大字井口

６０２０
平成１５年
３月３日 管工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１３３４６号 平成１３年
３月１１日 �アセスメント愛媛 高野 秀樹 松山市古川南１－２３－

２０
平成１５年
３月５日 造園工事業 建設業の廃止

（般－１２）第１４６９６号 平成１３年
１月２５日 �拓陽 門屋 司 松山市平和通６－３－

７
平成１５年
３月５日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１１）第１３００４号 平成１２年
３月１５日 ＮＤサービス 渡部 博之 松山市堀江町甲１３１４－

２１
平成１５年
３月１１日 管工事業 建設業の廃止

（般－１３）第６２２３号 平成１３年
７月３日 広洋建設 山本 秀明 越智郡大西町大字紺原

甲５１４
平成１５年
３月１３日

土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－９）第１２９４５号 平成１０年
１月９日

エヌ・ティ・ティ四国
テレコンサービス� 西原 秀男 松山市一番町４－３ 平成１５年

３月２５日 電気通信工事業 建設業の廃止

（般－１１）第９７０８号 平成１２年
１月１４日 志賀建設� 志賀 恒久 周桑郡丹原町大字田野

上方１５５０
平成１５年
４月１日

土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１４）第１０７０９号 平成１４年
１２月１４日 �山路建設 達川 悦男 今治市山路２３－１ 平成１５年

４月２日
土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１１）第５１１６号 平成１２年
３月２３日 篠塚建設 篠塚 肇 今治市八町東５－３－

３２
平成１５年
４月２日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１３）第１２２６６号 平成１３年
６月１８日 �山下建設 山下 瑞穂 今治市宮下町３－甲１７

０１
平成１５年
４月９日

大工工事業
石工事業
タイル・れんが・ブロッ
ク工事業
鋼構造物工事業
鉄筋工事業
舗装工事業
しゅんせつ工事業

建設業の廃止

（般特－１３）第６１０１号 平成１３年
５月４日 �橘組 児玉 咲代 北宇和郡吉田町大字立

間２－２６４８－１
平成１５年
４月９日

土木工事業
水道施設工事業 法人の解散

（般－１２）第９８３６号 平成１２年
６月２６日 菅建設� 菅 節生 越智郡関前村大字岡村

甲４
平成１５年
４月１４日

土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１４）第１３７２１号 平成９年
６月２日 西高建設� 高橋 主税 西条市西泉乙３１９－５ 平成１５年

４月１４日
土木工事業
とび・土工工事業
舗装工事業

建設業の廃止

（般－１４）第１２３０号 平成１４年
７月３１日 �藤田組 藤田 育男 宇摩郡新宮村大字新宮

１０５５
平成１５年
４月１７日 造園工事業 建設業の廃止

（般－１２）第５１９０号 平成１２年
４月２１日 �峯建設 峯 兼丸 松山市御幸２－５－１５ 平成１５年４月１７日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１３）第１０３２０号 平成１３年
１０月２０日 �土岐組 土岐 勉 松山市中野町３３４－１ 平成１５年

４月２４日 とび・土工工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成１５年５月３０日 第１４６１号
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点と�点を直線で結んだ線により囲まれた区域
基点（上灘漁港－２．５メートル物揚場用地内に設置

された金属鋲Ｊ２５）は、北緯３３度４１分３６秒、東経１３２

度３８分１０秒の地点

�点は、基点から真北２０９度１５分５５秒１５０．４６メート
ルの地点

�点は、�点から真北４９度３５分５７秒５．８６メートルの
地点

�点は、�点から真北４６度５７分５３秒８．６６メートルの
地点

�点は、�点から真北５１度１６分３０秒３．０２メートルの
地点

�点は、�点から真北１３１度１７分３６秒６．７８メートル
の地点

�点は、�点から真北２２５度３１分５０秒０．６１メートル
の地点

�点は、�点から真北１３５度３０分３５秒０．５６メートル
の地点

�点は、�点から真北２２３度５１分００秒７．４０メートル
の地点

�点は、�点から真北２３２度１６分０４秒７．３６メートル
の地点

	点は、�点から真北２６４度４４分２４秒２．６１メートル
の地点

ウ 面積

１３０．７３平方メートル

/ 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

伊予郡双海町大字上灘甲５７５０番３の地先公有水面及

び陸域

イ 区域

次のＡ点からＲ点までを順次直線で結んだ線及びＲ

点とＡ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（上灘漁港－２．５メートル物揚場用地内に設置

された金属鋲Ｊ２５）は、北緯３３度４１分３６秒、東経１３２

度３８分１０秒の地点

Ａ点は、基点から真北２１０度０１分０７秒１５６．０１メート

ルの地点

Ｂ点は、Ａ点から真北４９度３５分３７秒１１．７６メートル

の地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北１１度４２分３９秒１．７１メートルの

地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北４７度１８分４３秒０．４６メートルの

地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北３１７度１３分０６秒９．０１メートル

の地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北４７度１３分３５秒４．９９メートルの

地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北１３７度１２分４８秒９．０１メートル

の地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北４６度４９分０１秒０．５１メートルの

地点

Ｉ点は、Ｈ点から真北８３度１２分４３秒１．６２メートルの

地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北５１度１６分１６秒４．５４メートルの

地点

Ｋ点は、Ｊ点から真北１３１度１７分３３秒２３．２７メート

ルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北２１８度４１分４１秒４．６１メートル

の地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北３０２度５６分１６秒０．７０メートル

の地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北２１８度２９分３８秒５．６７メートル

の地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北３０２度５９分５４秒６．１１メートル

の地点

Ｐ点は、Ｏ点から真北２０７度３２分３８秒３．９３メートル

の地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北２９５度５６分２５秒２．２２メートル

の地点

Ｒ点は、Ｑ点から真北２０４度４５分４５秒３．７８メートル

の地点

ウ 面積

５２３．５１平方メートル

３ 埋立地の用途

漁港施設用地

４ 埋立免許年月日

平成１５年５月２１日

*)*)*)*
6愛媛県告示第１２５３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定

に基づき、伊予三島都市計画道路事業３・５・１０中曽根三島

港線（伊予三島市施行）の事業計画の変更を次のように認可

した。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 事業施行期間

平成９年６月３日から

平成１９年３月３１日まで

２ 事業地

. 収用の部分

事業地のうち伊予三島市中央二丁目及び三丁目地内に

おいて事業地を変更する。

/ 使用の部分

なし

6公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

. 件名

土地の売払い

公 告

愛 媛 県 報平成１５年５月３０日 第１４６１号
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/ 売り払う土地の所在地、地目及び地積

物 件 番 号 所在地 地目 地積

１ 松山市立花三丁目３５番９ 宅 地 １７２．０２�

２ 松山市道後町二丁目８２６番１ 宅 地 １，１１０．６７�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

. 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

/ 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２１５５

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

, 日時

物 件 番 号 日 時

１ 平 成１５年 ６ 月２０日 （ 金 ） 午 前１０時

２ 平 成１５年 ６ 月２０日 （ 金 ） 午 後 １ 時３０分

- 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

. 入札及び開札の日時

物 件 番 号 日 時

１ 平 成１５年 ６ 月３０日 （ 月 ） 午 前１０時

２ 平 成１５年 ６ 月３０日 （ 月 ） 午 後 １ 時３０分

/ 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第二別館５階第３会議室

0 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

. 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

/ 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融

機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出

し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納

付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

0 入札の無効

２.に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。

1 契約書作成の要否

要

2 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

3 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地

を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風

俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業そ

の他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

4 その他

詳細は、入札心得書による。

*)*)*)*
6公 告

平成１５年度及び平成１６年度において県が発注する森林整備

工事（造林及び保育並びにこれらに附帯する工事をいう。以

下同じ。）に係る一般競争入札、指名競争入札又は随意契約

の見積り（以下「競争入札等」という。）に参加する者に必

要な資格（以下「資格」という。）並びにその審査の申請（

以下「申請」という。）の時期及び方法等を次のとおり定め

た。

平成１５年５月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 森林整備工事に係る競争入札等に参加することができな

い者

. 当該競争入札等に係る契約を締結する能力を有しない

者及び破産者で復権を得ない者

/ 次のいずれかに該当すると認められる者で、その事実

のあった後２年を経過しないもの（その者を代理人、支

配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者を

含む。）

ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗

雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の

行為をした者

イ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を

妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正

の利益を得るために連合した者

ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履

行することを妨げた者

エ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第

１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の

職務の執行を妨げた者

オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

カ アからオまでのいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支

配人その他の使用人として使用した者

２ 資格

. 競争入札等に参加することができる者は、森林整備工

事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関す

る要綱（平成１５年５月愛媛県告示第１２５０号）第４条第２

項の規定により森林整備工事競争入札等参加者名簿に登

録された者とする。
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/ .の規定にかかわらず、資格審査を申請する日前２年
間において、振り出した手形又は小切手が不渡りとなり

、銀行当座取引を停止されている者は、資格を有しない

ものとする。

３ 申請の時期

平成１５年６月２日（月）から１３日（金）までの執務時間

中（午前８時３０分から午後５時１５分まで）とする。

なお、その後も随時申請を受け付けるが、この場合には

、競争入札等に間に合わないことがある。

４ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法並びに資格の審

査結果の通知

. 請求先

愛媛県農林水産部森林局森林整備課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２５９５

/ 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参して提出するものとする。

0 申請をした者には、資格の審査結果を競争入札等参加

資格審査結果通知書（別記様式）により通知する。

５ 資格の効力

資格は、平成１５年度及び平成１６年度の森林整備工事に係

る競争入札等について効力を有する。

６ 平成１７年度及び平成１８年度の資格審査

平成１７年度及び平成１８年度の森林整備工事に係る競争入

札等に参加する者の資格については、平成１６年１２月に公示

を行う予定であるので、当該公示に基づき申請書類を提出

すること。

７ 問い合わせ先

愛媛県農林水産部森林局森林整備課治山係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話（０８９）９１２―２５９５
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別表（４関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県西条地方局産業経済部伊予三島林業課
〒７９９－０４０４
伊予三島市宮川四丁目６番５３号
電話番号 ０８９６－２３－２３９３

川之江市、伊予三島市及び
宇摩郡

愛媛県西条地方局産業経済部林業課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３１３

新居浜市及び西条市

愛媛県西条地方局産業経済部丹原林業課
〒７９１－０５０８
周桑郡丹原町池田１６１１番地
電話番号 ０８９８－６８－７４３８

東予市及び周桑郡

愛媛県今治地方局産業経済部林業課
〒７９４－８５０２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２５－２１９３

今治市及び越智郡

愛媛県松山地方局産業経済部林業課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９３２－５９３４

松山市、伊予市、北条市、
温泉郡及び伊予郡

愛媛県松山地方局産業経済部久万林業課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡久万町久万町５７１番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２６５

上浮穴郡

愛媛県八幡浜地方局産業経済部大洲林業課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５－１
電話番号 ０８９３－２４－４１３１

大洲市及び喜多郡

愛媛県八幡浜地方局産業経済部林業課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－２０３１

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県八幡浜地方局産業経済部宇和林業課
〒７９７－００１５
東宇和郡宇和町卯之町四丁目４４５番地
電話番号 ０８９４－６２－１１３４

東宇和郡

愛媛県宇和島地方局産業経済部林業課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－３１６３

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県宇和島地方局産業経済部御荘林業課
〒７９８－４１９４
南宇和郡御荘町平城３０４８
電話番号 ０８９５－７２－０９３１

南宇和郡
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別記様式（４関係） 競争入札等参加資格審査結果通知書

競争入札等参加資格審査結果通知書

第 号

年 月 日

商号又は名称

代表者又は個人の氏名 殿

愛媛県知事 "

１ 資格の有無

工 事 種 別 資 格 の 有 無

２ 有効期間 年 月 日から 年 月 日まで
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6公 告

平成１６年度愛媛県公立学校教員採用選考試験の実施に

ついて

教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第１３条第１項の

規定により、平成１６年度愛媛県公立学校教員採用選考試験を

次の要領で実施する。

平成１５年５月３０日

愛媛県教育委員会

教育長 野 本 俊 二

１ 試験の区分、期日及び場所

区 分 期 日 場 所

小 学 校 教 員
平成１５年７月２２日�

から同月２５日!まで

松山市立道後中学校
（松山市上市一丁目
３番５７号）
松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁
目１４８番地２）

中 学 校 教 員

（各教科）

平成１５年７月２２日�

から同月２５日!まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁
目１４８番地２）

高等学校教員

（各教科〔科目〕）
平成１５年７月２２日�

から同月２５日!まで

松山北高等学校
（松山市文京町４番
地１）

特殊学校（盲学
ろう

校・聾学校・養

護学校）教員

養 護 教 員
平成１５年７月２２日�

から同月２４日 まで

松山市立勝山中学校
（松山市清水町三丁
目１４８番地２）

注１ 区分間の併願は、認めない。
２ 場所等を変更することがある。

２ 受験申込受付期間

平成１５年５月３０日（金）から６月３０日（月）まで（郵送

による場合は、同日までの消印のあるものに限る。）

３ 受験資格

次の各号のすべてに該当する者とする。

. 試験の区分に相当する教員普通免許状を有する者又は

平成１６年３月３１日までにこの免許状を取得する見込みの

者で大学等で証明が得られるもの

/ 昭和４４年４月２日以降に出生した者。ただし、高等学

校の農業、工業又は商業の教員志願者については、昭和

３９年４月２日以降に出生した者とする。

なお、他の都道府県で国公立学校教員として勤務して

いる者（期限付任用又は臨時的任用である者を除く。）

については、年齢を制限しない。

0 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第１６条各号及

び学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９条各号のいず

れにも該当しない者

４ 受験申込手続及び試験方法

平成１６年度愛媛県公立学校教員採用選考試験志願要項（

以下「志願要項」という。）を参照すること。

５ 志願要項及び出願関係用紙の請求方法

. 請求先

志 願 種 別 あ て 先

小学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２‐２９４２中学校教員志願者

高等学校教員志願者 〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課
電話（０８９）９１２‐２９５２特殊学校教員志願者

養 護 教 員 志 願 者

〒７９０―８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県教育委員会事務局指導部義務教育課
電話（０８９）９１２‐２９４２

/ 請求方法

封筒の表に「教員採用選考試験志願要項請求」と朱書

し、１４０円切手をはった、あて先明記の返信用封筒（角

形２号）を同封して請求すること。

6愛媛県人事委員会規則７－９７８
期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を改正

する規則を次のように定める。

平成１５年５月３０日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則の一部を

改正する規則

期末手当及び勤勉手当の支給等に関する規則（愛媛県人事

委員会規則７－２０４）の一部を次のように改正する。

第３条第３号中カをキとし、オをカとし、エをオとし、ウ

の次に次のように加える。

エ 日本郵政公社の職員

第７条第１項第２号中カをキとし、オをカとし、エをオと

し、ウの次に次のように加える。

エ 日本郵政公社の職員

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

6任免辞令
５月１日

伊 藤 敬

愛媛県事務吏員に任命する

行政職８級を命ずる

総務部新行政推進局市町村課長を命ずる

５月１６日

渡 部 あさみ

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（二）２級を命ずる

技師を命ずる

愛媛整肢療護園勤務を命ずる

教育委員会公告

人事委員会規則

任 免 辞 令
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